
​仕様書​

​１　業務名​

​令和８年度自転車冬期保管業務​

​２　業務内容​

​下記対象施設における、自転車冬期保管の申請受付（インターネット申請を含む）、​

​保管料金の受領、自転車の受入及び引渡業務を行う。また、問い合わせ対応等も併せて​

​行う。​

​３　対象施設（別添「施設概要」のとおり）​

​(1) 地下鉄白石駅地下自転車駐車場（白石区南郷通１丁目南）​

​(2) 手稲駅北口自転車駐車場（手稲区前田１条11丁目）​

​(3) 新札幌駅第４自転車等駐車場（厚別区厚別中央1条6丁目3-3）​

​４　履行期間​

​契約締結日から令和９年３月31日（水）まで​

​５　業務実施期間​

​(1) 冬期保管の申請受付​

​令和８年11月17日（火）から 12月15日（火）まで​

​※インターネット申請受付は 11月30日（月）まで​

​(2) 冬期保管自転車の受入​

​令和８年12月 1日（火）から 12月15日（火）まで​

​(3) 冬期保管自転車の引取​

​令和９年 ３月17日（水）から ３月31日（水）まで​

​６　電話問合せ対応及びインターネット申請処理​

​　下記(1)～(3)の業務時間中、電話問合せ対応を行うこと。なお、(1)の期間について​

​はインターネット申請の確認・承認処理を併せて行うこと。​

​(1) 令和８年11月17日（火）～ 11月30日（月）​



​平日　10時から17時まで​

​※電話対応のほかインターネット申請処理も併せて行う​

​※土曜・日曜・祝日は休業日とする​

​(2) 令和８年12月１日（火）～ 12月15日（火）​

​ア　平日　８時から19時まで​

​イ　土曜・日曜　10時から17時まで​

​※月曜・木曜は休業日とする​

​(3) 令和９年３月17日（水）～ ３月31日（水）​

​ア　平日　10時から19時まで​

​イ　土曜・日曜　10時から17時まで​

​※月曜・木曜・祝日は休業日とする​

​７　現地窓口の開設時間​

​(1) 令和８年11月17日（火）～ 11月28日（土）​

​月曜・木曜・日曜を除く全日　10時から17時まで​

​※なお受付台数が上限に達した場合は、その旨を現地掲示し、以後、受入開始まで開​

​設は不要。​

​(2) 令和８年12月１日（火）～ 12月15日（火）​

​ア　平日　８時から19時まで​

​イ　土曜・日曜　10時から17時まで​

​※月曜・木曜は休業日とする​

​(3) 令和９年３月17日（水）～ ３月31日（水）​

​ア　平日　10時から19時まで​

​イ　土曜・日曜　10時から17時まで​

​※月曜・木曜・祝日は休業日とする​

​８　現地窓口の配置人員​

​　配置人員は別添「人員配置表」を基準とするが、受付開始直後や週末など、混雑が見​

​込まれる日時においては、受託者の判断により必要に応じて適宜人員を増員すること。​

​　また、複数名配置の日において、悪天候等で来場が見込まれない場合は、委託者と協​

​議のうえ１名減員することができる。　​



​　なお、受入開始前に受付台数が上限に達した場合は、その旨を現地掲示し、以後11月​

​30日（月）までの間、現地の受付窓口を無人（閉鎖）とすることができる。​

​９　業務内容​

​(1) 業務準備​

​令和８年10月20日（火）までに以下のア〜エを実施すること。​

​ア​​　​​契​​約​​決​​定​​後、​​従​​事​​者​​名​​簿​​（下​​記​​「​​10​ ​提​​出​​書​​類」​​様​​式​​１）​​及​​び​​緊​​急​​時​​連​​絡​​体​​制​​表​

​（任意様式）を委託者に提出すること。​

​イ　問い合わせ対応用電話番号を用意し、契約決定後、速やかに委託者に通知するこ​

​と。なお、受託者が用意する電話番号は、インターネット申請ページ、札幌市公式​

​ホームページ、現地案内及び委託者が作成する周知チラシ等に掲載される。​

​ウ　インターネット申請処理等のため、本市が指定する「Grafferスマート申請」を​

​利用するにあたり、専用端末およびグローバル固定IPアドレスを割り当てた有線​

​ネットワーク回線を受託者の費用と責任において用意すること。また、別記１「​

​Grafferスマート申請の利用に関する特記事項」を遵守すること。​

​エ　業務手順の詳細について委託者と協議を行う日を1日設けること。​

​(2) 冬期保管に関するポスターの掲示​

​以下のとおり、委託者から提供するポスターの掲示及び撤去をすること。​

​ア　実施ポスター：10月28日（水）までに掲示、12月15日（火）に撤去。​

​　　　　※手稲駅北口自転車駐車場１階（上階）は11月29日（日）に撤去。​

​イ　閉鎖・預入場所ポスター：12月1日（火）に掲示、12月15日（火）に撤去。​

​(3) インターネット申請の確認・承認​

​令８年11月17日（火）から11月30日（月）まで、インターネット申請（Grafferス​

​マート申請）について、申請内容に不備がないか速やかに確認し、システムの承認処​

​理を行うこと。​

​また、インターネット申請の受付終了日である11月30日（月）以降、ただちにシス​

​テムから申請データを抽出し、12月1日（火）からの現地受入の際に照合用として使​

​用するインターネット申請一覧を作成すること。​

​(4) 冬期保管の現地申請受付​

​令和８年11月17日（火）から12月15日（火）まで、以下のア～キを実施すること。​

​ア​​　​​上​​記​​「３​ ​対​​象​​施​​設」​​に​​お​​い​​て、​​自​​転​​車​​の​​冬​​期​​保​​管​​を​​希​​望​​す​​る​​者​​（以​​下​​「冬​​期​​保​



​管​​希​​望​​者」​​と​​い​​う。）​​に​​自​​転​​車​​冬​​期​​保​​管​​申​​請​​書・​​承​​認​​通​​知​​書​​（下​​記​​「​​10​ ​提​​出​​書​

​類」様式２－１、２－２）を記入させ、冬期保管料として自転車１台につき現金​

​2,000円を徴収すること。つり銭は事前に用意しておくこと。​

​また、自転車ごとに整理番号を付番し、冬期保管希望者に対して領収書と自転車​

​冬期保管承認通知書を交付すること。併せて、自転車の受入から引取についての説​

​明を行うこと。​

​防犯登録番号を確認できない自転車は、申請を受け付けないこと。​

​イ　受託者は業務実施日の業務終了後、自転車冬期保管申請書に基づき歳入を確定​

​し、​​た​​だ​​ち​​に​​こ​​れ​​を​​調​​定​​簿​​兼​​収​​入​​原​​簿​​（下​​記​​「​​10​ ​提​​出​​書​​類」​​様​​式​​４）​​の​​所​​定​​事​​項​

​を記入し調定すること。​

​併​​せ​​て、​​業​​務​​日​​報​​（申​​請・​​受​​入）​​（下​​記​​「​​10​ ​提​​出​​書​​類」​​様​​式​​７​​－​​１）​​の​​所​​定​​事​

​項を記入し、委託者へ電子データまたはFAXにて提出すること。​

​ウ　収納金は、当日分を翌日までに、委託者から支給される現金払込書（下記「10​

​提出書類」様式５）により、札幌市指定金融機関等（以下、「金融機関」とい​

​う。）に払い込むこと。​

​ただし、その翌日が金融機関の休業日にあたる場合は、その直後の営業日に払い​

​込むこと。現金は手提げ金庫を使用し、厳重に保管すること。なお、現金払込書の​

​払い込み年月日は必ず記載すること。​

​エ　受託者は、現金払込書で金融機関に払い込み、出納済みの確認を行った後、調定​

​簿兼収入原簿に次の消込印と担当者の認印を押して消込みをし、現金払込済通知書​

​には担当者の認印を押印のうえ受託者において保管すること。なお、消込印は受託​

​者が用意すること。​

​オ​​　​​受​​託​​者​​は​​金​​銭​​出​​納​​帳​​（下​​記​​「​​11​​提​​出​​書​​類」​​様​​式​​６）​​を​​用​​意​​し、​​上​​記​​「３​​対​​象​​施​

​設」ごとに１冊ずつ備え、その取り扱う現金の出納状況を明らかにしておくこと。​

​なお、金銭出納帳は、加除式のものではなく、ページ番号を記載した連番式の固定​

​された冊子を使用すること。​

​カ　受託者は、金銭出納帳、受付に必要な机、椅子、手提げ金庫、簡易レジスター、​

​領収書の他、保管状況記録用のデジタルカメラを用意するものとする。​

​キ　収納金を亡失した場合は、受託者の責任において賠償の義務を負うものとする。​



​(5) 自転車の受入​

​令和８年12月１日（火）から12月15日（火）まで、以下のア～カを実施すること。​

​ア　自転車を預け入れようとする者に対し、自転車冬期保管承認通知書または承認​

​メー​​ル​​を​​提​​示​​さ​​せ、​​委​​託​​者​​が​​支​​給​​す​​る​​自​​転​​車​​冬​​期​​保​​管​​証​​（下​​記​​「​​11​ ​提​​出​​書​​類」​​様​

​式９）を交付し、自転車のハンドル等見やすい位置に取り付けさせ、保管させるこ​

​と。保管の際には、自転車の施錠の際、自転車をチェーン錠でラックや柵へ固定す​

​ることのないように呼びかけること。併せて、自転車の引取についての説明を行う​

​こと。​

​イ　自転車の防犯登録ステッカーが確認できない場合は、自転車の車体番号を確認​

​し、自転車冬期保管証及び自転車冬期保管申請書等に車体番号を記録して受け入れ​

​ること。​

​ウ　12月１日（火）以降に保管申請に来た冬期保管希望者については、保管容量と申​

​請​​受​​付​​済​​件​​数​​を​​考​​慮​​し、​​可​​能​​な​​限​​り​​受​​入​​を​​行​​う​​こ​​と。​​受​​入​​の​​際​​に​​は、​​上​​記​​(4)​​冬​​期​

​保管の申請受付」を同時に行うこと。​

​エ　受託者は業務日報（申請・受入）に所定の事項を記入し、業務実施日の業務終了​

​後、委託者へ電子データまたはFAXにて提出すること。​

​オ　受入期限が近付いても預け入れのない自転車については、電話またはメール連絡​

​による案内を行うものとする。案内の時期は別途指示する。​

​カ​​　​​受​​入​​期​​間​​終​​了​​後​​は、​​自​​転​​車​​冬​​期​​保​​管​​申​​請​​書、​​保​​管​​自​​転​​車​​集​​計​​表​​（下​​記​​「​​11​ ​提​​出​

​書類」様式３）、金銭出納帳、調定簿兼収入原簿、現金払込書の領収書の写し、領​

​収書控（レジスター発行のレシート）を12月17日（木）までに委託者へ提出するこ​

​と。​

​(6) 自転車の引取​

​令和９年３月17日（水）から３月31日（水）まで、以下のア～オを実施すること。​

​ア　引取開始日の前日までに委託者から自転車冬期保管申請書及び保管自転車集計表​

​を受領し、業務中は対象施設に備え付けること。​

​イ　自転車を引取に来た際は、自転車冬期保管承認通知書または承認メールを提示さ​

​せてから、自転車を引き渡すこと。紛失等により自転車冬期保管承認通知書等の提​

​示ができない場合は、必ず身分証明書にて本人確認のうえ、自転車を引き渡すこ​

​と。​

​ウ​​　​​受​​託​​者​​は​​業​​務​​日​​報​​（引​​取）​​（下​​記​​「​​11​ ​提​​出​​書​​類」​​様​​式​​７​​－​​２）​​に​​所​​定​​の​​事​​項​​を​



​記入し、業務実施日の業務終了後、委託者へ電子データまたはFAXにて提出するこ​

​と。​

​エ　引取期限が近付いても引取がない自転車について、電話で督促を行うものとす​

​る。督促の時期は別途指示する。​

​オ　すべての業務が終了したときは、自転車冬期保管申請書及び保管自転車集計表を​

​業務完了届（下記「11 提出書類」様式８）と併せて提出すること。​

​(7) 問い合わせ、苦情対応​

​利用者及び市民等からの問い合わせ、要望、苦情等に迅速かつ適切に対応するこ​

​と。要望、苦情については、軽微なものを除き、その結果を翌営業日までに委託者に​

​報告すること。​

​(8) 鍵の管理​

​委託者が貸与した駐輪場の鍵は、厳重に管理すること。貸与期間は以下のとおり。​

​ア　冬期保管自転車の受入時の貸与期間​

​契約締結日から令和８年12月17日（木）まで​

​イ　冬期保管自転車の引取時の貸与期間​

​令和９年３月15日（月）から３月31日（水）まで​

​新札幌第４自転車等駐車場については、商業施設内にあるため、委託者が指示する​

​商業施設の担当者と、開場・閉場について協議調整を行うこと。​

​(9) 設備異常等の対応​

​対象施設内において設備異常、火災等の異常事態が発生した際には、必要な処置を​

​執るものとする。また、速やかに委託者に報告すること。​

​10　個人情報の取扱い及び個人情報の安全管理対策の実施状況報告​

​　本業務を履行する上での個人情報の取扱いについては、「個人情報の保護に関する法​

​律」及び「札幌市個人情報の保護に関する法律施行条例」（令和５年４月１日施行）を​

​遵守しなければならない。​

​　また、個人情報を取扱う際には別記２「個人情報の取扱いに関する特記事項」及び別​

​記３「個人情報取扱管理基準」を守ることとし、同事項に基づき実施する安全管理対策​

​の​​実​​施​​状​​況​​に​​つ​​い​​て、​​受​​託​​者​​は​​個​​人​​情​​報​​取​​扱​​状​​況​​報​​告​​書​​（下​​記​​「​​11​ ​提​​出​​書​​類」​​様​​式​​10​

​）により11月・12月・3月分を委託者に報告すること。​



​11　提出書類​

​　提出する書類は下表のとおりとし、様式は別添のとおりとする。​

​名称​
​様式​

​番号​
​提出日​ ​備考​

​1​ ​従事者名簿​ ​１​ ​10月20日​ ​－​

​2​ ​緊急時連絡体制表​
​任意​

​様式​
​10月20日​

​個人情報の取扱いに係る​

​保護管理者及び従業者を​

​定めること。​

​3​ ​自転車冬期保管申請書​ ​２－１​

​1回目：12月17日​

​2回目：３月31日​

​（※）​

​業務中（※）は対象施設​

​に備え付け、受託者が管​

​理すること。​

​4​ ​保管自転車集計表​ ​３​

​1回目：12月17日​

​2回目：３月31日​

​（※）​

​業務中（※）は対象施設​

​に備え付け、受託者が管​

​理すること。​

​5​ ​調定簿兼収入原簿​ ​４​ ​12月17日​
​手書きで記入、払い込み​

​の際に消込印を押印。​

​6​ ​現金払込書・領収書​ ​５​ ​12月17日​

​7​ ​金銭出納帳​ ​６​ ​12月17日​

​上​​記​​「３​ ​対​​象​​施​​設」​​ご​

​とに１冊ずつ受託者にて​

​用意すること。​

​8​ ​領収書（控）​
​任意​

​様式​
​12月17日​

​レジスター出力のレシー​

​ト控え。​

​9​ ​業務日報(申請・受入)​ ​７－１​ ​業務実施日毎​

​業務終了後毎に、担当課​

​へ電子データ（PDF）ま​

​たはFAXで提出。​

​10​ ​業務日報(引取)​ ​７－２​ ​業務実施日毎​

​業務終了後毎に、担当課​

​へ電子データ（PDF）ま​

​たはFAXで提出。​

​11​ ​業務完了届​ ​８​ ​３月31日​ ​－​

​12​ ​自転車冬期保管証​ ​９​ ​３月31日​

​預入された自転車のハン​

​ドル等に付けていた保管​

​証を、自転車の引取時に​

​回収する。​



​13​
​個人情報取扱状況報告​

​書​
​10​

​当月分を翌10日ま​

​で。なお、３月分​

​は３月31日まで。​

​11月、12月、3月分を提​

​出すること。10月、1​

​月、2月分は提出不要。​

​※受託者は様式２－１、様式３を12月17日（木）までに委託者に提出するが、３月16日​

​（火）までに委託者より再び受領し、３月31日（水）まで対象施設に備え付ける。全​

​ての業務終了後、様式８と併せて委託者に提出する。​

​12　その他​

​(1)​ ​受​​託​​者​​は、​​業​​務​​の​​遂​​行​​に​​あ​​たっ​​て​​委​​託​​者​​と​​連​​携​​を​​密​​に​​し、​​事​​故​​等​​の​​問​​題​​が​​発​​生​​し​​た​

​場合には、必ず委託者に報告し、指示を受けなければならない。​

​(2)​ ​業​​務​​に​​ふ​​さ​​わ​​し​​い​​服​​装​​で​​業​​務​​に​​従​​事​​す​​る​​こ​​と。​​ま​​た、​​業​​務​​履​​行​​中​​は​​名​​札、​​腕​​章​​を​​着​

​用すること。腕章は本市から貸与する。​

​(3)​ ​業​​務​​期​​間​​中​​は​​委​​託​​者​​が​​用​​意​​す​​る​​自​​転​​車​​用​​空​​気​​入​​れ​​を​​設​​置​​し、​​希​​望​​す​​る​​利​​用​​者​​に​​使​​用​

​させること。​

​(4)​​上​​記​​「９​​(4)​​申​​請​​受​​付​​期​​間」​​の​​う​​ち​​11​​月​​中​​は​​駐​​輪​​場​​を​​一​​般​​開​​放​​し​​て​​い​​る​​た​​め、​​毎​​日​

​の業務終了後、業務に使用した全ての備品を撤収すること。​

​(5)​ ​自​​転​​車​​の​​受​​入​​及​​び​​引​​取​​期​​間​​中​​は、​​毎​​日​​の​​業​​務​​終​​了​​後​​の​​保​​管​​状​​況​​を​​撮​​影​​し、​​記​​録​​し​​て​

​おくこと。​

​(6)​ ​本​​業​​務​​を​​履​​行​​す​​る​​上​​で​​の​​金​​銭​​の​​取​​扱​​い​​に​​つ​​い​​て​​は、​​「地​​方​​自​​治​​法」​​第​​243​​条​​の​​2​​、​

​「札幌市会計規則」、その他関係法令を遵守しなければならない。​

​(7) 本業務の履行においては、環境負荷の低減に努めること。​

​(8)​ ​こ​​の​​仕​​様​​書​​に​​定​​め​​の​​な​​い​​事​​項​​に​​つ​​い​​て​​は、​​相​​互​​に​​協​​議​​調​​整​​し、​​改​​善​​を​​図​​る​​も​​の​​と​​す​

​る。​

​13　担当者​

​〒060－8611　札幌市中央区北１条西２丁目​

​札幌市建設局総務部自転車対策担当課駐輪対策係　安井​

​TEL（011）211-2456　FAX（011）218-5134​



​別記１​

​Graffer スマート申請の利用に関する特記事項​

​　Graffer スマート申請（以下「本システム」という。）の利用及び情報資産の取扱いに​

​あたっては、以下の事項を遵守すること。​

​1​ ​Graffer スマート申請からのデータ授受の際は、サーバに保存すること。​

​2​ ​オペレーティングシステムに対応した暗号化ソフトウェアを導入し、保存データを暗​

​号化すること。​

​3​ ​業務区域（事務室内またはサーバ室）及びサーバラックは鍵による施錠を行うこと。​

​4​ ​業務区域（事務室内またはサーバ室）は関係者以外の入室を禁止し、入退室管理を行​

​うこと。​

​5​ ​サーバ等は耐震対策を行うこと。​

​6​ ​サーバ等は日本に設置すること。​

​7​ ​端末機、プリンタ等を設置する際は以下の事項を考慮すること。​

​●​ ​ディスプレイの表示内容を外部の者が覗き見ることができない場所とすること（場所や扱う情報​

​資産の内容によっては、覗き見ができないよう、フィルターを使用すること）​

​●​ ​プリンタから出力した帳票等について外部の者が覗き見したり、持ち去ることができない場所と​

​すること​

​●​ ​複数のネットワークに接続しないこと。​

​8​ ​通信は有線LANにより行うことを原則とする。特に、マイナンバー利用事務系に該当​

​する場合は、無線LAN（Wi-Fi等）を利用してはならない。やむを得ず無線LANを利用す​

​る場合は、WPA3等の安全な暗号化方式を用い、不正なアクセスポイントへの接続を防​

​止する等の適切なセキュリティ対策を講じ、LANケーブルは物理的に損傷したり、不正​

​に接続されたりしないよう保護を行うこと。​

​9​ ​情報資産を取り扱うことができる従業者を指定し、委託者に報告すること。​

​10​ ​外部記憶媒体を利用する場合は、委託者と協議すること。​

​11​ ​アクセス状況や操作記録（特にデータのダウンロード等）を適切に保管し、本市の求​

​めに応じて提出できるように管理すること。​

​12​ ​端末及びサーバにウイルス対策ソフトウェアを導入しパターンファイルを常に最新の​

​状態にすること。​

​13​ ​使用するソフトウェアはサポート期間内のものを使用し、修正プログラムの更新を適​

​切に行うこと。​

​14​ ​端末の認証は知識情報、所持情報、生体情報を利用する認証手段のうち二つ以上を併​

​用する多要素認証とすること。​

​15​ ​端末及びGraffer スマート申請のパスワードは以下のとおり取り扱うこと。​

​●​ ​他のアカウント等のパスワードと同一にしないこと。​

​●​ ​パスワードは、英大文字、英小文字、数字及び記号の混用とし８桁以上とする。​

​●​ ​過去に使用したパスワードを使用してはならない。​

​●​ ​パスワードを紙に転記するなどの行為により、パスワードが他の者に認知されることのないよう​

​厳重に自己管理を行うこと​

​●​ ​利用者に異動・退職があった場合は、パスワードを変更すること​

​●​ ​パスワードを忘失した場合、速やかに委託者へ報告すること​

​（注）業務の実態に即して、適宜必要な事項を追加し、又は不要な事項を省略することとする。​



​別記２​

​個人情報の取扱いに関する特記事項​

​　​​（個人情報の保護に関する法令等の遵守）​

​第１条　受託者は、「個人情報の保護に関する法律」（平成１５年法律第５７号。以下​

​「個人情報保護法」という。）、個人情報保護委員会が定める「個人情報の保護に関す​

​る法律についての事務対応ガイド（行政機関等向け）」（以下「事務対応ガイド」とい​

​う。）、「札幌市情報セキュリティポリシー」等に基づき、この個人情報の取扱いに関​

​する特記事項（以下「特記事項」という。）を遵守しなければならない。​

​　（管理体制の整備）​

​第２条　受託者は、個人情報（個人情報保護法第２条第１項に規定する個人情報をいう。​

​以下同じ。）の安全管理について、内部における管理体制を構築し、その体制を維持し​

​なければならない。​

​　（管理責任者及び従業者）​

​第３条　受託者は、個人情報の取扱いに係る保護管理者及び従業者を定め、書面（当該書​

​面に記載すべき事項を記録した電磁的記録を含む。以下同じ。）により委託者に報告し​

​なければならない。​

​２　受託者は、個人情報の取扱いに係る保護管理者及び従業者を変更する場合の手続を定​

​めなければならない。​

​３　受託者は、保護管理者を変更する場合は、事前に書面により委託者に申請し、その承​

​認を得なければならない。​

​４　受託者は、従業者を変更する場合は、事前に書面により委託者に報告しなければなら​

​ない。​

​５　保護管理者は、特記事項に定める事項を適切に実施するよう従業者を監督しなければ​

​ならない。​

​６　従業者は、保護管理者の指示に従い、特記事項に定める事項を遵守しなければならな​

​い。​

​　（取扱区域の特定）​

​第４条　個人情報を取り扱う場所（以下「取扱区域」という。）は仕様書３に定める対象​

​施設とする。​

​２　受託者は、取扱区域を変更する場合は、事前に書面により委託者に申請し、その承認​

​を得なければならない。​

​３　受託者は、委託者が指定した場所へ持ち出す場合を除き、個人情報を定められた場所​

​から持ち出してはならない。​

​　（教育の実施）​

​第５条　受託者は、個人情報の保護、情報セキュリティに対する意識の向上、特記事項に​

​おける従業者が遵守すべき事項その他本委託等業務の適切な履行に必要な教育及び研修​

​を、従業者全員に対して実施しなければならない。​

​２　受託者は、前項の教育及び研修を実施するに当たり、実施計画を策定し、実施体制を​

​確立しなければならない。​



​　（守秘義務）​

​第６条　受託者は、本委託業務の履行により直接又は間接に知り得た個人情報を第三者に​

​漏らしてはならない。​

​２　受託者は、その使用する者がこの契約による業務を処理するに当たって知り得た個人​

​情報を他に漏らさないようにしなければならない。​

​３　前２項の規定は、この契約が終了し、又は解除された後においても、また同様とす​

​る。​

​４　受託者は、本委託等業務に関わる保護管理者及び従業者に対して、秘密保持に関する​

​誓約書を提出させなければならない。​

​　（再委託）​

​第７条　受託者は、やむを得ない理由がある場合を除き、本委託等業務の一部を第三者へ​

​委託（以下「再委託」という。）してはならない。​

​２　受託者が再委託する場合には、あらかじめ委託者に申請し、委託者から書面により承​

​諾を得なければならない。​

​３　受託者は、本委託等業務のうち、個人情報を取り扱う業務の再委託を申請する場合に​

​は、委託者に対して次の事項を明確に記載した書面を提出しなければならない。​

​　(1) 再委託先の名称​

​　(2) 再委託する理由​

​　(3) 再委託して処理する内容​

​　(4) 再委託先において取り扱う情報​

​　(5) 再委託先における安全性及び信頼性を確保する対策​

​　(6) 再委託先に対する管理及び監督の方法​

​４　受託者は、前項の申請に係る書面を委託者に対して提出する場合には、再委託者が委​

​託者指定様式（本契約締結前に受託者が必要事項を記載して委託者に提出した様式をい​

​う。）に必要事項を記載した書類を添付するものとする。​

​５　委託者が第２項の規定による申請に承諾した場合には、受託者は、再委託先に対して​

​本契約に基づく一切の義務を遵守させるとともに、委託者に対して再委託先の全ての行​

​為及びその結果について責任を負うものとする。​

​６　委託者が第２項から第４項までの規定により、受託者に対して個人情報を取り扱う業​

​務の再委託を承諾した場合には、受託者は、再委託先との契約において、再委託先に対​

​する管理及び監督の手続及び方法について具体的に規定しなければならない。​

​７　前項に規定する場合において、受託者は、再委託先の履行状況を管理・監督するとと​

​もに、委託者の求めに応じて、その管理・監督の状況を適宜報告しなければならない。​

​　（複写、複製の禁止）​

​第８条　受託者は、本委託等業務を処理するに当たって、委託者から提供された個人情報​

​が記録された資料等を、委託者の許諾を得ることなく複写し、又は複製してはならな​

​い。​

​　（派遣労働者等の利用時の措置）​

​第９条　受託者は、本委託等業務を派遣労働者、契約社員その他の正社員以外の労働者に​

​行わせる場合は、正社員以外の労働者に本契約に基づく一切の義務を遵守させなければ​

​ならない。​

​２　受託者は、委託者に対して、正社員以外の労働者の全ての行為及びその結果について​

​責任を負うものとする。​



​　（個人情報の管理）​

​第１０条　受託者は、本委託等業務において利用する個人情報を保持している間は、事務​

​対応ガイドに定める各種の安全管理措置を遵守するとともに、次の各号の定めるところ​

​により、当該個人情報の管理を行わなければならない。​

​　​​(1)​ ​個​​人​​情​​報​​を​​取​​り​​扱​​う​​事​​務、​​個​​人​​情​​報​​の​​範​​囲​​及​​び​​同​​事​​務​​に​​従​​事​​す​​る​​従​​業​​者​​を​​明​​確​​化​

​し、取扱規程等を策定すること。​

​　​​(2)​​組​​織​​体​​制​​の​​整​​備、​​取​​扱​​規​​程​​等​​に​​基​​づ​​く​​運​​用、​​取​​扱​​状​​況​​を​​確​​認​​す​​る​​手​​段​​の​​整​​備、​​情​​報​

​漏えい等事案に対応する体制の整備、取扱状況の把握及び安全管理措置の見直しを​

​行うこと。​

​　(3) 従業者の監督・教育を行うこと。​

​　​​(4)​​個​​人​​情​​報​​を​​取​​り​​扱​​う​​区​​域​​の​​管​​理、​​機​​器​​及​​び​​電​​子​​媒​​体​​等​​の​​盗​​難​​等​​の​​防​​止、​​電​​子​​媒​​体​​等​

​の取扱いにおける漏えい等の防止、個人情報の削除並びに機器及び電子媒体等の廃​

​棄を行うこと。​

​　​​(5)​​ア​​ク​​セ​​ス​​制​​御、​​ア​​ク​​セ​​ス​​者​​の​​識​​別​​と​​認​​証、​​外​​部​​か​​ら​​の​​不​​正​​ア​​ク​​セ​​ス​​等​​の​​防​​止​​及​​び​​情​

​報漏えい等の防止を行うこと。​

​　（提供された個人情報の目的外利用及び第三者への提供の禁止）​

​第１１条　受託者は、本委託等業務において利用する個人情報について、本委託等業務以​

​外の目的で利用し、又は第三者へ提供してはならない。​

​　（受渡し）​

​第１２条　受託者は、委託者と受託者との間の個人情報の受渡しを行う場合には、委託者​

​が指定した手段、日時及び場所で行うものとする。この場合において、委託者は、受託​

​者に対して個人情報の預り証の提出を求め、又は委託者が指定する方法による受渡し確​

​認を行うものとする。​

​　（個人情報の返還、消去又は廃棄）​

​第１３条　受託者は、本委託等業務の終了時に、本委託等業務において利用する個人情報​

​について、委託者の指定した方法により、返還、消去又は廃棄しなければならない。​

​２　受託者は、本委託等業務において利用する個人情報を消去又は廃棄する場合は、事前​

​に消去又は廃棄すべき個人情報の項目、媒体名、数量、消去又は廃棄の方法及び処理予​

​定日を書面により委託者に申請し、その承諾を得なければならない。​

​３　受託者は、個人情報の消去又は廃棄に際し委託者から立会いを求められた場合は、こ​

​れに応じなければならない。​

​４　受託者は、前３項の規定により個人情報を廃棄する場合には、当該個人情報が記録さ​

​れた電磁的記録媒体の物理的な破壊その他当該個人情報を判読不可能とするのに必要な​

​措置を講じなければならない。​

​５　受託者は、個人情報を消去し、又は廃棄した場合には、委託者に対してその日時、担​

​当者名及び消去又は廃棄の内容を記録した書面で報告しなければならない。​

​　（定期報告及び緊急時報告）​

​第１４条　受託者は、委託者から、個人情報の取扱いの状況について報告を求められた場​

​合は、直ちに報告しなければならない。​

​２　受託者は、個人情報の取扱状況に関する定期報告及び緊急時報告の手順を定めなけれ​

​ばならない。​



​　（監査及び調査）​

​第１５条　委託者は、本委託等業務に係る個人情報の取扱いについて、本契約の規定に基​

​づき必要な措置が講じられているかどうか検証及び確認するため、受託者及び再委託者​

​に対して、実地の監査又は調査を行うことができる。​

​２　委託者は、前項の目的を達するため、受託者に対して必要な情報を求め、又は本委託​

​等業務の処理に関して必要な指示をすることができる。​

​　（事故時の対応）​

​第１６条　受託者は、本委託等業務に関し個人情報の漏えい等の事故（個人情報保護法違​

​反又はそのおそれのある事案を含む。）が発生した場合は、その事故の発生に係る帰責​

​の有無にかかわらず、直ちに委託者に対して、当該事故に関わる個人情報の内容、件​

​数、事故の発生場所、発生状況等を書面により報告し、委託者の指示に従わなければな​

​らない。​

​２　受託者は、個人情報の漏えい等の事故が発生した場合に備え、委託者その他の関係者​

​との連絡、証拠保全、被害拡大の防止、復旧、再発防止の措置を迅速かつ適切に実施す​

​るために、緊急時対応計画を定めなければならない。​

​３　委託者は、本委託等業務に関し個人情報の漏えい等の事故が発生した場合は、必要に​

​応じて当該事故に関する情報を公表することができる。​

​　（契約解除）​

​第１７条　委託者は、受託者が特記事項に定める業務を履行しない場合は、特記事項に関​

​連する委託等業務の全部又は一部を解除することができる。​

​２　受託者は、前項の規定による契約の解除により損害を受けた場合においても、委託者​

​に対して、その損害の賠償を請求することはできないものとする。​

​　（損害賠償）​

​第１８条　受託者の責めに帰すべき事由により、特記事項に定める義務を履行しないこと​

​によって委託者に対する損害を発生させた場合は、受託者は、委託者に対して、その損​

​害を賠償しなければならない。​



​別記３​

​個人情報取扱安全管理基準​

​１　個人情報の取扱いに関する基本方針、規程及び取扱手順の策定​

​　　個人情報の適正な取扱いの確保について基本方針を策定していること。​

​　　また、以下の内容を記載した個人情報の保護に関する規程及び個人情報の取扱手順等​

​が定められていること。​

​　(1) 組織的安全管理措置​

​　(2) 人的安全管理措置​

​　(3) 物理的安全管理措置​

​　(4) 技術的安全管理措置​

​　※　上記(1)～(4)の具体的内容については、個人情報保護委員会ホームページ​

​（​​https://www.ppc.go.jp​​）に掲載されている「個人情報の保護に関する法律につい​

​ての事務対応ガイド（行政機関等向け）」の「４－３－１」の「安全管理措置（法第​

​６６条）」を御確認ください。​

​２　個人情報の取扱いに関する総括保護管理者及び保護管理者の設置​

​　　個人情報の取扱いに関する総括保護管理者及び保護管理者が定められており、基本方​

​針、規程及び個人情報の取扱手順等に明記されていること。​

​３　従業者の指定、教育及び監督​

​　(1) 個人情報の秘密保持に関する事項が就業規則等に明記されていること。​

​　(2) 個人情報を取り扱う従業者を指定すること。​

​　​​(3)​​個​​人​​情​​報​​の​​取​​扱​​い、​​情​​報​​シ​​ス​​テ​​ム​​の​​運​​用・​​管​​理・​​セ​​キュ​​リ​​ティ​​対​​策​​及​​び​​サ​​イ​​バー​​セ​

​キュリティの研修計画を策定し、従業者に対し毎年１回以上研修等を実施している​

​こと。また、個人情報を取り扱う従業者は、必ず１回以上研修等を受講している者​

​としていること。​

​　​​(4)​ ​総​​括​​保​​護​​管​​理​​者​​及​​び​​保​​護​​管​​理​​者​​は、​​従​​業​​者​​に​​対​​し​​て​​必​​要​​か​​つ​​適​​切​​な​​監​​督​​を​​行​​う​​こ​

​と。​

​４　管理区域の設定及び安全管理措置の実施​

​　​​(1)​​個​​人​​情​​報​​を​​取​​り​​扱​​う​​管​​理​​区​​域​​を​​明​​確​​に​​し、​​当​​該​​区​​域​​に​​壁​​又​​は​​間​​仕​​切​​り​​等​​を​​設​​置​​す​​る​

​こと。​

​　　【管理区域の例】​

​　　・　サーバ等の重要な情報システムを管理する区域​

​　　・　個人情報を保管する区域​

​　　・　その他個人情報を取り扱う事務を実施する区域​

​　(2) (1)で設定した管理区域について入室する権限を有する従業者を定めること。​

​　　　また、入室に当たっては、用件の確認、入退室の記録、部外者についての識別化及​

​び部外者が入室する場合は、管理者の立会い等の措置を講ずること。さらに、入退​

​室の記録を保管していること。​

​　​​(3)​ ​(1)​​で​​設​​定​​し​​た​​管​​理​​区​​域​​に​​つ​​い​​て​​入​​室​​に​​係​​る​​認​​証​​機​​能​​を​​設​​定​​し、​​パ​​ス​​ワー​​ド​​等​​の​​管​

​理に関する定めの整備及びパスワード等の読取防止等を行うために必要な措置を講​

​ずること。​

​　​​(4)​​外​​部​​か​​ら​​の​​不​​正​​な​​侵​​入​​に​​備​​え、​​施​​錠​​装​​置、​​警​​報​​措​​置​​及​​び​​監​​視​​装​​置​​の​​設​​置​​等​​の​​措​​置​​を​

​講ずること。​

https://www.ppc.go.jp/


​　​​(5)​​管​​理​​区​​域​​で​​は、​​許​​可​​さ​​れ​​た​​電​​子​​媒​​体​​又​​は​​機​​器​​等​​以​​外​​の​​も​​の​​に​​つ​​い​​て​​使​​用​​の​​制​​限​​等​​の​

​必要な措置を講ずること。​

​５　セキュリティ強化のための管理策​

​　　情報資産の盗難、紛失、持出し、複写・複製、目的外の使用及び第三者への提供を防​

​止するため以下の対策を実施していること。​

​　​​(1)​​個​​人​​情​​報​​の​​取​​扱​​い​​に​​使​​用​​す​​る​​電​​子​​計​​算​​機​​等​​は、​​他​​の​​コ​​ン​​ピュー​​タ​​と​​接​​続​​し​​な​​い​​単​​独​

​による設置又は当該業務に必要な機器のみと接続していること。また、インター​

​ネット及び当該業務を実施する施設外に接続するイントラネット等の他のネット​

​ワークに接続していないこと。ただし、本市の許可を得た場合はこの限りでない。​

​　​​(2)​​個​​人​​情​​報​​の​​取​​扱​​い​​に​​お​​い​​て​​サー​​バ​​を​​使​​用​​し​​て​​い​​る​​場​​合​​は、​​当​​該​​業​​務​​を​​実​​施​​す​​る​​施​​設​

​内に設置していること。また、サーバへのアクセス権限を有する従業者を定めるこ​

​と。さらに、部外者のアクセスは必要最小限とし、管理者の立会い等の措置を講ず​

​ること。ただし、本市の許可を得た場合はこの限りでない。​

​　​​(3)​​個​​人​​情​​報​​の​​取​​扱​​い​​に​​お​​い​​て​​使​​用​​す​​る​​電​​子​​計​​算​​機​​等​​は、​​ア​​ク​​セ​​ス​​権​​等​​を​​設​​定​​し、​​使​​用​

​できる従業者を限定すること。また、アクセスログやログイン実績等から従業者の​

​利用状況を記録し、保管していること。​

​　​​(4)​​記​​録​​機​​能​​を​​有​​す​​る​​機​​器​​の​​電​​子​​計​​算​​機​​等​​へ​​の​​接​​続​​制​​限​​に​​つ​​い​​て​​必​​要​​な​​措​​置​​を​​講​​ず​​る​​こ​

​と。​

​　​​(5)​​本​​市​​が​​貸​​与​​す​​る​​文​​書、​​電​​子​​媒​​体​​及​​び​​業​​務​​に​​て​​作​​成​​し​​た​​電​​子​​デー​​タ​​を​​取​​り​​扱​​う​​従​​業​​者​

​を定めること。​

​　​​(6)​​業​​務​​に​​て​​作​​成​​し​​た​​電​​子​​デー​​タ​​を​​保​​存​​す​​る​​と​​き​​は、​​暗​​号​​化​​又​​は​​パ​​ス​​ワー​​ド​​に​​よ​​り​​秘​​匿​

​すること。また、保存した電子データにアクセスできる従業者を限定するとともに​

​アクセスログ等から従業者の利用状況を記録し、契約期間終了後、１年以上保管し​

​ていること。​

​　​​(7)​​本​​市​​が​​貸​​与​​す​​る​​文​​書​​及​​び​​電​​子​​媒​​体​​は、​​施​​錠​​で​​き​​る​​耐​​火​​金​​庫​​及​​び​​耐​​火​​キャ​​ビ​​ネッ​​ト​​等​

​にて保管すること。また、書類の持ち出し記録等を作成していること。​

​　​​(8)​​個​​人​​情​​報​​の​​取​​扱​​い​​に​​お​​い​​て​​使​​用​​す​​る​​電​​子​​計​​算​​機​​は、​​従​​業​​者​​が​​正​​当​​な​​ア​​ク​​セ​​ス​​権​​を​​有​

​する者であることをユーザID、パスワード、磁気・ICカード又は生体情報等のいず​

​れかにより識別し、認証していること。​

​　​​(9)​​個​​人​​情​​報​​の​​取​​扱​​い​​に​​お​​い​​て​​使​​用​​す​​る​​電​​子​​計​​算​​機​​は、​​セ​​キュ​​リ​​ティ​​対​​策​​ソ​​フ​​ト​​ウェ​​ア​

​等（ウィルス対策ソフトウェア等）を導入していること。​

​　(10)業務にて作成した電子データを削除した場合は、削除した記録を作成しているこ​

​と。また、削除したことについて証明書等により確認できる措置を講ずること。​

​　(11)個人情報の取扱いにおいて使用する電子計算機等を廃棄する場合は、専用のデータ​

​削除ソフトウェアの利用又は物理的な破壊等により、復元不可能な手段を採用する​

​こと。​

​　(12)本市の許可なく第三者に委託しないこと。​

​６　事件・事故における報告連絡体制​

​　​​(1)​​従​​業​​者​​が​​取​​扱​​規​​程​​等​​に​​違​​反​​し​​て​​い​​る​​事​​実​​又​​は​​兆​​候​​を​​把​​握​​し​​た​​場​​合​​の​​管​​理​​者​​へ​​の​​報​​告​

​連絡体制を整備していること。​

​　​​(2)​​情​​報​​の​​漏​​え​​い、​​滅​​失​​又​​は​​毀​​損​​等​​事​​案​​の​​発​​生​​又​​は​​兆​​候​​を​​把​​握​​し​​た​​場​​合​​の​​従​​業​​者​​か​​ら​​管​

​理者等への報告連絡体制を整備していること。​

​　​​(3)​​情​​報​​の​​漏​​え​​い、​​滅​​失​​又​​は​​毀​​損​​等​​事​​案​​が​​発​​生​​し​​た​​際​​の​​本​​市​​及​​び​​関​​連​​団​​体​​へ​​の​​報​​告​​連​​絡​

​体制を整備していること。併せて、事実関係の調査、原因の究明及び再発防止策の​



​検討並びに決定等に係る体制及び手順等を整備していること。​

​７　情報資産の搬送及び持ち運ぶ際の保護体制​

​　　本市が貸与する文書、電子媒体及び左記書類等に基づき作成される電子データを持ち​

​運ぶ場合は、施錠した搬送容器を使用すること。また、暗号化、パスワードによる保​

​護、追跡可能な移送手段等により、破損、紛失、盗難等のないよう十分に配慮している​

​こと。​

​８　関係法令の遵守​

​　　個人情報の保護に係る関係法令を遵守するために、必要な体制を備えていること。​

​９　定期監査の実施​

​　　個人情報の管理の状況について、定期に、及び必要に応じ、随時に点検、内部監査及​

​び外部監査を実施すること。​

​１０　個人情報取扱状況報告書の提出​

​　　本市の求めに応じ、又は当該業務契約に基づき、各月の期間ごとの役務完了の書面提​

​出時において、本市が指定する様式にて個人情報取扱状況報告書を提出すること。​

​１１　情報セキュリティマネジメントシステム（以下「ISMS」という。）又はプライバ​

​シーマーク等の規格認証​

​　　ISMS（国際標準規格ISO/IEC27001:2013、日本工業規格JISQ27001:2014）、プライバ​

​シーマーク（日本工業規格JISQ15001:2006）等の規格認証を受けていること。​



施設概要
①　地下鉄白石駅地下自転車駐車場

（白石区南郷通1丁目南　白石区複合庁舎地下1階）

【全景】 【位置図】

【面積】
 1,123㎡

【収容台数】
900台

②　手稲駅北口自転車駐車場
（手稲区前田1条11丁目）

【全景】 【位置図】

【面積】
  1,953㎡

【収容台数】
１階　630台



施設概要
③　新札幌駅第４自転車等駐車場

（厚別区厚別中央1条6丁目3-3　BiVi新さっぽろ内）

【全景】 【位置図】

【面積】
763㎡

【収容台数】
600台



令和８年度自転車冬期保管業務　人員配置目安

白石地下 手稲北口 新札幌第４

11月17日（Tue） 3 2 1

11月18日（Wed） 2 1 1

11月19日（Thu）

11月20日（Fri） 2 1 1

1 1 1

11月24日（Tue） 1 1 1

11月25日（Wed） 1 1 1

11月26日（Thu）

11月27日（Fri） 1 1 1

1 1 1

11月30日（Mon）

12月1日（Tue） 2 2 1

12月2日（Wed） 2 2 1

12月3日（Thu）

12月4日（Fri） 1 1 1

2 1 1

2 1 1

12月7日（Mon）

12月8日（Tue） 1 1 1

12月9日（Wed） 1 1 1

12月10日（Thu）

12月11日（Fri） 1 1 1

1 1 1

1 1 1

12月14日（Mon）

12月15日（Tue） 1 1 1

3月17日（Wed） 1 1 1

3月18日（Thu）

3月19日（Fri） 1 1 1

2 1 1

春分の日

振替休日

3月23日（Tue） 1 1 1

3月24日（Wed） 1 1 1

3月25日（Thu）

3月26日（Fri） 1 1 1

2 1 1

2 1 1

3月29日（Mon）

3月30日（Tue） 1 1 1

3月31日（Wed） 1 1 1

勤労感謝の日

11月21日（Sat）

11月28日（Sat）

12月5日（Sat）

12月12日（Sat）

3月20日（Sat）

3月27日（Sat）

11月22日（Sun）

11月23日（Mon）

11月29日（Sun）

12月6日（Sun）

12月13日（Sun）

3月21日（Sun）

3月22日（Mon）

3月28日（Sun）


